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令和７年度答申第３９号 

令和７年９月１９日  

 

諮問番号 令和７年度諮問第３４号（令和７年７月１日諮問） 

審 査 庁 農林水産大臣 

事 件 名 農業経営改善計画の認定申請却下処分に関する件 

 

答  申  書 

 

審査請求人Ｘからの審査請求に関する上記審査庁の諮問に対し、次のとおり答

申する。 

 

結     論 

 

本件審査請求は棄却すべきであるとの諮問に係る審査庁の判断は、

妥当である。 

 

理     由 

 

第１ 事案の概要 

本件は、審査請求人Ｘ（以下「審査請求人」という。）が、農業経営基盤強

化促進法（昭和５５年法律第６５号。以下「基盤法」という。）１２条１項の

規定に基づき、農業経営改善計画が適当である旨の認定の申請（以下「本件申

請」という。）をしたところ、農林水産大臣（以下本件審査請求に係る処分に

関して「処分庁」という。）がこれを却下する処分（以下「本件処分」とい

う。）をしたことから、審査請求人がこれを不服として審査請求をした事案で

ある。 

１ 関係する法令等の定め 

（１） 農業経営改善計画及びその認定手続等 

ア 基盤法６条１項は、市町村は、政令で定めるところにより、農業経営

基盤の強化の促進に関する基本的な構想（以下「基本構想」という。）

を定めることができると規定し、同条５項は、市町村は、基本構想を定

め、又はこれを変更しようとするときは、農林水産省令で定めるところ
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により、都道府県知事に協議し、その同意を得なければならないと規定

する。 

イ 基盤法１２条１項は、基盤法６条５項の同意を得た市町村（以下「同

意市町村」という。）の区域内において農業経営を営み、又は営もうと

する者は、農林水産省令で定めるところにより、農業経営改善計画を作

成し、これを同意市町村に提出して、当該農業経営改善計画が適当であ

る旨の認定を受けることができると規定し、基盤法１２条５項は、同意

市町村は、同条１項の認定の申請があった場合において、その農業経営

改善計画が同条５項各号に掲げる要件に該当するものであると認めると

きは、その認定をするものとすると規定し、同項１号は基本構想に照ら

し適切なものであることを、同項２号は農用地の効率的かつ総合的な利

用を図るために適切なものであることを、同項３号はその他農林水産省

令で定める基準に適合するものであることを掲げる。 

上記の委任を受けて、農業経営基盤強化促進法施行規則（昭和５５年農

林水産省令第３４号。以下「基盤法施行規則」という。）１４条１項は、

基盤法１２条５項３号の農林水産省令で定める基準は、基盤法施行規則１

４条１項各号に掲げるとおりとする旨規定し、同項１号は、その農業経営

改善計画の達成される見込みが確実であることを掲げる。 

「農業経営基盤強化促進法の基本要綱」（平成２４年５月３１日付け２

４経営第５６４号農林水産省経営局長通知。以下「本件要綱」という。）

は、第６の４の（１）において、基盤法１２条５項１号の要件（同意市町

村の基本構想に照らして適切なものであること）に係る市町村について、

農業経営改善計画において農業経営を営み、又は営もうとすることとされ

ている全ての市町村をいう旨規定するとともに、農業経営改善計画の具体

的な認定基準は別紙４に掲げるとおりとすると規定し、本件要綱別紙４第

３は、基盤法１２条５項３号及び基盤法施行規則１４条１項１号の要件

（農業経営改善計画の達成される見込みが確実であること）に関し、当該

計画における経営改善の目標について、農業経営の現状、経営規模、生産

方式等の当該計画に掲げられた各事項間の整合性、農業労働力の確保の実

現性等をもとに、その達成の確実性を総合的に審査する旨規定する。 

ウ 基盤法１３条の２第１項は、２以上の同意市町村の区域内において農

業経営を営み、又は営もうとする者が、農林水産省令で定めるところに

より、農業経営改善計画を作成し、当該農業経営改善計画が適当である
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旨の認定を受ける場合には、基盤法１２条５項において同意市町村の権

限に属させた事項（農業経営改善計画が適当である旨の認定をすること）

は、基盤法１３条の２第１項各号に掲げる場合の区分に応じて、当該各

号に定める者が処理すると規定し、同項１号は、当該２以上の同意市町

村の区域が１の都道府県の区域内にある場合について当該都道府県の知

事を掲げ、同項２号は、同項１号に掲げる以外の場合について農林水産

大臣を掲げる。そして、同条３項は、農林水産大臣は、同条１項の規定

により基盤法１２条１項の認定をしようとするときは、農林水産省令で

定めるところにより、当該２以上の同意市町村の意見を聴かなければな

らない旨規定する。 

（２）決裁権限の委任 

ア 農林水産省行政文書決裁規則（平成１２年農林水産省訓令第１４号。 

以下「農水省決裁規則」という。）１条は、この訓令は、農林水産大臣

の権限に属する事項に係る決裁の委任について必要な事項を定める旨規

定し、３条本文は、農林水産大臣は、４条から７条までに定めるところ

により、副大臣、事務次官、官房長又は部局長等（内局、外局並びに本

省及び外局の施設等機関及び地方支分部局の長をいう（農水省決裁規則

２条１号）。）に決裁を委任すると規定する。 

そして、農水省決裁規則７条１項は、前３条に規定する事項（副大臣、

事務次官及び官房長への委任事項）以外の事項の決裁は、関係部局長等に

委任すると規定する。 

イ 平成１３年１月６日付け１２文第２００号農林水産省大臣官房文書課

長通知「農林水産省行政文書決裁規則の運用について」の記１は、農水

省決裁規則７条１項の規定により部局長等に決裁が委任される事項のう

ち、本省又は外局の施設等機関又は地方支分部局の長に委任されるもの

は、別紙のとおりとするとし、当該別紙により、基盤法１３条の２第１

項、第２項及び第３項に規定する農業経営改善計画の認定の処理に関す

る事項に係る決裁は、地方農政局長に委任されている（地方農政局長に

係る事項番号７７の番号（２））。 

２ 事案の経緯 

各項末尾掲記の資料によれば、本件の経緯は、以下のとおりである。 

（１）審査請求人は、自然農法による穀物及び種子等の生産、加工、貯蔵及び

販売等を目的としてA地に設立された株式会社である。 
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（現在事項全部証明書） 

（２）審査請求人は、Ｂ地C地、D地、E地、F地、G地及びH地、Ｉ地J地並び

にK地L地（以下「Ｂ地」、「Ｉ地」及び「K地」の記載を省略し、これら

をまとめて表記する場合は「本件同意市町」という。）の区域内における

農業経営（作目をだったんそば及び普通そばとし、５年後の生産量の目標

をそれぞれ１万６，０００ｋｇ及び６，０００ｋｇとするもの）に係る農

業経営改善計画（以下「本件計画」という。）を作成し、令和６年３月８

日付けで、農林水産大臣に対し、それが適当である旨の認定を求めて、本

件計画に係る申請書（以下「本件計画申請書」という。）を提出した（本

件申請）。 

（本件計画申請書、認定申請書接受受付画面） 

（３）処分庁は、令和６年３月２９日付けで、本件同意市町に対し、それぞれ

基盤法１３条の２第３項の規定に基づき、意見聴取に係る照会をした。 

（「農業経営基盤強化促進法第１３条の２第３項に基づく意見聴取につい

て（依頼）」と題する各書面） 

（４）本件同意市町は、令和６年４月３日から同月１２日までの間に、上記

（３）に係る照会に対して回答した。その回答の結論は、C地、D地、E地、

F地、H地及びJ地は、「適当」（うちF地及びH地は、それぞれ意見を付し

ている。）、G地及びL地は、「不適」というものであった。 

（「農業経営基盤強化促進法第１３条の２第３項に基づく意見聴取（回

答）」と題する各書面） 

（５）処分庁は、令和６年５月１６日付けで、本件申請を却下する本件処分を

し、同月１７日、審査請求人に対し、電子メールにより本件申請の却下に

係る通知書（以下「本件却下通知書」という。）を送付した。本件却下通

知書には、本件計画に係る認定をしない理由として、①本件計画に関して、

認定要件である「その農業経営改善計画の達成される見込みが確実である

こと」を満たすとは認められないため、②本件計画の認定に係る関係市町

村への意見聴取において、「不適」と回答した市町村があったためと記載

されていた。また、（注）として、M農政局長に対して審査請求をすること

ができる旨及びM農政局を被告として処分の取消しの訴えを提起することが

できる旨の教示があった。 

（農業経営改善計画に係る却下通知書、農業経営改善計画の却下について） 

（６）審査請求人は、令和６年７月９日付けで、審査庁に対し、本件処分を不
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服として本件審査請求をした。 

（「農業経営改善計画に係る令和６年５月１６日付却下通知書に対する異議申

し立てと請求等」と題する書面、Ｘへの電話連絡概要） 

（７）審査庁は、令和７年７月１日、当審査会に対し、本件審査請求は棄却す

べきであるとして本件諮問をした。 

（諮問書、諮問説明書） 

３ 審査請求人の主張の要旨 

以下の理由により、本件処分の取消しを求める。 

（１）本件却下通知書には、理由①として、本件計画に関して、認定要件であ

る「その農業経営改善計画の達成される見込みが確実であること」を満た

すとは認められないためとの記載があるが、審査請求人に係る収量減は、

天候や人手不足等による一時的なものである。 

（２）本件却下通知書記載の理由②について、本件計画の認定に係る関係市町

村のうち、「不適」と回答したのは、一部市町村にすぎない。不適と回答

した市町村を除いて認定すべきである。 

（３）本件処分は農林水産大臣以外の決裁は許されていないところ、処分権限

のない者が決裁している。 

また、本件処分は、憲法や営農を支援する法律の趣旨に反しており、国

会に報告して審議と指導を受ける必要があるものである。 

第２ 諮問に係る審査庁の判断 

１ 審査庁は、審理員意見書のとおり、本件審査請求は理由がないから棄却す

べきであるとしている。 

２ 審理員意見書の概要は、以下のとおりである。 

（１）審理員が認定した事実 

ア 基盤法１２条５項１号の「基本構想に照らし適切なものであること」

については、基盤法１３条の２第３項に基づく本件同意市町への意見照

会に対する回答で、全８市町のうち、認定を適当と判断したのは４市、

意見付きで適当と判断したのは２町、不適と判断したのは２町であった。 

意見付きで適当と判断した２町の意見は、「直近５年間の営農状況につ

いて、作付面積や反収の減少及び、令和５年度においては、作付けが行わ

れていない状況から、安定的、持続的な経営をすることは困難であると考

えられるため」、「令和５年度にほ場確認をしたところ、適期に農作業が

なされておらず、収穫量にも多大な影響が懸念され、現在の栽培方法が続



 

6 

くのであれば認定が難しいと考えられる」といったものであった。 

不適と判断した２町は、「作物の肥培管理状況や当該町における認定要

領に即していないこと」や「令和５年度において、度重なる現地への状況

確認の結果、耕起や播種が明確に確認できる状況ではなく、ほ場の大部分

は雑草が繁茂している状況であり、過去数年においても同様の状況が継続

しており、十分な収量を得られない状況が継続している等」によるもので

あった。 

イ 本件計画は、目標達成ができなかった審査請求人の先行する各計画の

対象であった５市町にＢ地内の３市町を加えた計画であり、Ｂ地及び N

地に点在する広大な経営面積を、わずか常時雇用２名の人員で生産量の

確保に向けた生産活動や栽培管理等の取組や関連・附帯事業を行う計画

である。 

ウ 審査請求人が作成した農業経営改善計画（本件計画）の年間労働時間

は、農畜産物の生産・生育管理作業、農畜産物の加工・販売その他の関

連・附帯事業に係る労働時間等を含めて１，７００時間であった。 

これに対して、処分庁が農業経営統計調査の１０ａ当たりの労働時間に

基づいて標準労働時間を算出したところ、耕起、播種、除草、防除、収穫

等に約１，９００時間が必要であると算出され、この時間には、ほ場間の

移動時間、機械の維持管理作業時間や関連・附帯事業に係る労働時間が含

まれていない。 

エ 審査請求人が申請した農業経営改善計画（本件計画）において、収量

が地区の基準反収に比ベて非常に低い理由として、ほ場が分散している

ため作業効率が低下し、これにより管理工数の不足を引き起こしている

ことを審査請求人自身が挙げている。これに対して審査請求人が講じる

対策として、作付面積を絞り、効率かつ密度の高い農業を展開すること

としているが、計画内容にそごが生じている。 

（２）論点に対する判断 

本件審査請求の論点は、審査請求人が申請した農業経営改善計画（本件

計画）が「基本構想に照らし適切であること」（基盤法１２条５項１号）

及び「その農業経営改善計画の達成される見込みが確実であること」（基

盤法１２条５項３号、基盤法施行規則１４条１項１号、本件要綱別紙４第

３）に該当するか否かである。この点、上記（１）のアのとおり、本件同

意市町８市町のうち２町が審査請求人の認定申請に対して不適と回答して
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いることから、本件審査請求に係る農業経営改善計画（本件計画）は、

「基本構想に照らし適切なものであること」に該当しない。 

また、上記（１）のイからエまでの事実を踏まえると、「その農業経営

改善計画の達成される見込みが確実であること」に該当しない。 

（３）審査請求人の上記第１の３の（３）の主張について 

審理員意見書においては、審査請求人の上記の主張に関し、処分庁の 

弁明書における次のような主張の要旨が掲げられている。 

本件処分に係る手続のうち、決裁の委任については、基盤法１３条の２

第１項２号及び農水省決裁規則７条等に定められている適正な手続に沿っ

て行われている。また、国会に報告し審議と指導を受けることとはされて

いない。 

３ 本件計画につき「不適」と回答した市町村を除いて本件計画を認定すべき

との審査請求人の主張（上記第１の３の（２））については、申請のあった

計画の一部のみを認定する手続は定められていない。 

４ 以上より、本件処分は、適法なものと考えられる。 

第３ 当審査会の判断 

１ 本件諮問に至るまでの一連の手続について  

（１）一件記録によると、本件審査請求から本件諮問に至るまでの一連の手続

の経過は、次のとおりである。 

本件審査請求の日付           ：令和６年７月９日 

審査請求書の受付            ：同年９月１１日 

審理員の指名              ：同年１１月２２日 

反論書等提出期限（令和７年２月１４日）の再設定          

：令和７年１月２７日 

審理員意見書の提出           ：同年５月２７日 

本件諮問                ：同年７月１日 

（２）本件では、審査請求人から令和６年７月９日付けで「農業経営改善計画

に係る令和６年５月１６日付却下通知書に対する異議申し立てと請求等」

と題する書面が提出され、審査庁は同年８月６日に電話で同書面の趣旨に

つき照会してそれが審査請求の趣旨のものであることを確認したが、上記

の書面の提出があってからこのような照会をするまでに約１か月を要した

こと、また、上記の照会をしてから上記の書面を審査請求書として受け付

けるまでに更に１か月以上を要したことについては、特段の事情があった
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とは認められない。 

そして、上記の書面（審査請求書）の日付から審理員の指名（令和６年

１１月２２日）までに、約４か月半（審査請求書の受付日から起算しても

２か月以上）が経過している。この理由について審査庁に照会したところ、

審理できる知見があり、かつ、公平・中立な者の選定が難航したためとの

回答があった。 

また、反論書等の提出期限を再設定してこれを令和７年２月１４日とした

後、当該期限から審理員意見書の提出（同年５月２７日）までに、３か月以

上を要しており、この点については、特段の事情があったとは認められない。 

行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）は、簡易迅速な手続の下で国

民の権利利益の救済を図ることを目的としている（同法１条１項）のである

から、審査庁は各段階において手続の迅速化を図る必要がある。特に、審理

員の指名に関しては、審理手続の主宰者としての役割の重要性に照らし、審

査庁としては速やかにこれをすることが求められるところ、本件においてこ

れに上記のような事情で長期間を要したことについては、審査庁において所

要の処理体制等の整備を早急に検討する必要があるものと考えられる。 

（３）上記（２）で指摘した点以外には、本件審査請求から本件諮問に至るま

での一連の手続に特段違法又は不当と認めるべき点はうかがわれない。 

２ 本件処分の違法性又は不当性について  

（１）農業経営改善計画が適当である旨の認定は、当該計画が、①同意市町村

の基本構想に照らし適切なものであること（基盤法１２条５項１号）、②

農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために適切なものであること（基

盤法１２条５項２号）及び③その計画の達成される見込みが確実であるこ

と（基盤法１２条５項３号、基盤法施行規則１４条１項１号）の各要件に

該当すると認められるときにされるところ（上記第１の１の（１）のイ。

以下上記の各要件をその番号に応じて「①の要件」のようにいう。）、本

件処分の理由とされた内容（上記第１の２の（５））に照らすと、本件で

は、①及び③の各要件に係る処分庁の判断の適否が問題となる。 

（２）①の要件について 

本件においては、第１の２の（４）のとおり、基盤法１３条の２第３項

の規定に基づく本件同意市町への意見聴取に対し、G地及びL地は、結論と

して「不適」と回答し、①の要件（同意市町村の基本構想に照らし適切な

ものであること）について、本件計画はこれを満たさないとの判断をして
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いることが認められる（上記各町の「農業経営基盤強化促進法第１３条の

２第３項に基づく意見聴取（回答）」と題する各書面）。 

この点に関し、本件要綱は、第６の４の（１）において、①の要件（同

意市町村の基本構想に照らし適切なものであること）に係る市町村につい

て、農業経営改善計画において農業経営を営み、又は営もうとすることと

されている全ての市町村をいう旨を規定しており（上記第１の１の（１）

のイ）、一件記録を参照しても、本件に関し、この点について、上記の規

定と異なる取扱いをすることが相当であるというべき事情の存在は認めら

れない。 

そうすると、本件計画は、①の要件（同意市町村の基本構想に照らし適

切なものであること）を満たすものとはいえない。 

（３）③の要件について 

ア 審査請求人は、本件申請前に、E地（平成３０年６月１日認定）、D地

（平成３１年１月３０日認定）、F地（令和元年１０月２７日認定）、J

地（平成３０年５月２３日認定）及びL地（平成３０年６月２２日認定）

の計５市町において、各別に農業経営改善計画に係る認定を受けていた

（各農業経営改善計画認定申請書及び認定書。以下これらの各農業経営

改善計画を併せて「旧計画」という。）。 

また、農林水産省の経営所得安定対策に係る担当部署は、審査請求人の

旧計画に係る各市町の区域内のほ場における作付面積及び生産量の実績

（平成３０年度から令和４年度まで）を把握していた。 

上記旧計画に係る目標作付面積及び目標生産量並びに平成３０年度から

令和４年度までの各市町の区域内のほ場ごとの作付面積及び生産量の実績

値は、次のとおりである（弁明書添付資料２（Ｘが認定を受けていた市町

村ごとの農業経営改善計画の目標達成状況））。その内容からすると、少

なくとも令和４年度までの間においては、旧計画に係る５市町の区域内の

ほ場のうち、作付面積についてはD地を除く４市町の区域内のほ場におい

て、生産量については全ての市町の区域内のほ場において、旧計画におけ

る目標値には達していないことが認められる。そうすると、旧計画に係る

５市町の区域内のほ場に３市町の区域内のほ場を追加する本件計画につい

ても、その経営改善の目標の達成の確実性には疑問が生じるところである。 

（ア）E地（作目 そば） 

旧計画における目標作付面積は、１，８６９ａであったところ、平成
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３０年度から令和４年度までの実績は、順に、５７１、５９８、５４９、

５５０、５５３（単位はいずれもａ）であった。 

また、旧計画における目標生産量は、８，４１０ｋｇであったところ、

平成３０年度から令和４年度までの実績は、順に、１，８００、１，９

００、２５０、２０５、５１５（単位はいずれもｋｇ）であった。 

（イ）D地（作目 だったんそば） 

旧計画における目標作付面積は、４，０２２ａであったところ、平成

３０年度から令和４年度までの実績は、期間を通して４，０２２ａであ

った。 

また、旧計画における目標生産量は、２万９，７００ｋｇであったと

ころ、平成３０年度から令和４年度までの実績は、順に、２，８３０、

９５０、７００、１，０００、６００（単位はいずれもｋｇ）であった。 

（ウ）F地（作目 そば） 

旧計画における目標作付面積は、８６５ａであったところ、平成３０

年度から令和４年度までの実績は、順に、７７１、７７１、７７１、７

４４、７４４（単位はいずれもａ）であった。 

また、旧計画における目標生産量は、５，７００ｋｇであったところ、

平成３０年度から令和４年度までの実績は、順に、２，５４０、５，２

００、３５６、４００、６９０（単位はいずれもｋｇ）であった。 

（エ）J地（作目 普通そば） 

旧計画における目標作付面積は、３，３００ａであったところ、平成

３０年度から令和４年度までの実績は、２，０４０、２，０４９、２，

０３４、１，８８３、１，０３７（単位はいずれもａ）であった。 

また、旧計画における目標生産量は、１万９，８００ｋｇであったと

ころ（J地についての農業経営改善計画認定申請書に記載の３３０俵を

１俵当たり６０ｋｇとして換算）、平成３０年度から令和４年度までの

実績は、順に、０、８，２５０、１，９８６、４，２７５、６２（単位

はいずれもｋｇ）であった。 

（オ）L地（作目 そば） 

旧計画における目標作付面積は、２，２５０ａであったところ、平成

３０年度から令和４年度までの実績は、順に、６５５、６６２、６１９、

５９３、５００（単位はいずれもａ）であった。 

また、旧計画における目標生産量は、１万１，２５０ｋｇであったと
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ころ、平成３０年度から令和４年度までの実績は、順に、３６０、２，

１２１、１３５、３３７、０（単位はいずれもｋｇ）であった。 

イ 弁明書添付資料５－１（Ｘ提出作業日数試算表。以下「作業日数試算

表」という。）は、本件申請に係る審査の過程において、処分庁が審査

請求人に対して本件計画につき誰がどのように農業を行うか問い合わせ

た際に提出されたものである。 

作業日数試算表記載の各ほ場の作付面積（合計６，８００ａ。本件計画

申請書記載の現状の作付面積（だったんそばにつき６，８５９ａ、普通そ

ばにつき２，５１０ａ）よりも少なくなっている。）を前提として、農業

経営統計調査（令和４年産農産物生産費（個別経営体）そば生産費:労働

時間）に基づく面積当たりの標準的な労働時間（Ｂ地は１０ａ当たりａ時

間、Ｉ地及びK地は同じくｂ時間。なお、この時間には、離れたほ場間の

移動時間等は含まれない。）から、必要とされる労働時間を算出すると、

１，９０２時間となり（弁明書添付資料５－２（Ｘによる作業日数試算に

基づく標準労働時間算出表））、他方、作業日数試算表記載の常時雇用の

作業者２名の労働時間（ただし、日数により記載）を１日８時間労働と仮

定して合算すると、計９２０時間となる。また、本件計画申請書には、

「年間農業従事時間」（農畜産物の生産及び加工・販売その他の関連・附

帯事業に係る労働時間）として、現状及び目標ともに１，７００時間との

記載がある。 

上記を前提に検討すると、まず、作業日数試算表記載の作付面積を基礎

に標準的なものとして算出した労働時間（１，９０２時間）と、作業日数

試算表記載の作業日数を基に算出した労働時間（９２０時間）との間には、

大きな乖離が認められる。また、作業日数試算表記載の作付面積を基礎に

標準的なものとして算出した労働時間（１，９０２時間）は、離れたほ場

間の移動時間等を含まない数値であるところ、本件計画における各ほ場の

所在地は、Ｂ地、Ｉ地及びK地にまたがっているにもかかわらず、本件計

画申請書記載の「年間農業従事時間」として記載されているのは１，７０

０時間にすぎない。 

したがって、本件計画については、必要な労働力を的確に把握した上で、

これの確保を実現して、計画における経営改善の目標を達成することが可

能か否かについては、甚だ疑問といわざるを得ない。 

ウ 審査請求人は、本件計画申請書において、審査請求人のほ場における
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生産量が地区の基準反収に比べて低い原因をほ場が分散していることに

求め、その対策として作付面積を絞り、効率よく密度の高い農業を展開

させるとしているが、このことと、本件計画においてほ場の存在する市

町を追加し、ほ場を更に分散させることとの間には、整合性に問題が生

じている。このことは、本件計画における経営改善の目標につき達成の

確実性について疑問を抱かせるものである。 

エ また、基盤法１３条の２第３項の規定に基づく本件同意市町への意見

聴取に係る照会に対する回答においては、いずれも要旨として、「耕起

や播種の状況について明確に確認できるような状況でなく、十分な収量

を得られない状況が継続している。経営改善による所得目標の達成は極

めて困難であるものと判断。」（L地）、「当町のほ場の過去５年間の営

農状況をみると、作付面積及び反収が減少し、令和５年は作付けが行わ

れていないため、安定的、持続的な経営は困難であると考えられる。」

（H地）及び「令和５年度に現地を確認したところ、播種の時期がこの地

域の慣行的な栽培におけるものよりも遅れており、収穫量への多大な影

響が懸念される。」（F地）との意見が示されている。このような本件計

画に係るほ場の現状に鑑みると、本件計画における経営改善の目標の達

成の見込みが確実とはいい難い。 

オ 上記アからエまでのとおり、審査請求人の旧計画の下での過去５年間

における農業経営の状況やほ場の現状、本件計画が掲げる各事項間の整

合性、農業労働力の確保の実現性等から総合的に判断すると、本件計画

における経営改善の目標の達成される見込みは確実であるとは認め難く、

一件記録を参照しても、他に、本件計画に関し、③の要件（農業経営改

善計画の達成される見込みが確実であること）を満たすものとはいえな

いとした処分庁の判断について、不合理というべき事情の存在は認めら

れない。 

（４）以上のように、本件計画につき、上記①及び③の各要件に該当するとは

認められないとした本件処分については、違法又は不当であるとはいえな

い。 

（５）審査請求人は、収量減は、天候や人手不足等による一時的なものと主張

する（上記第１の３の（１））が、上記（３）のアで述べたとおり、審査

請求人は過去５年にわたり旧計画の目標生産量を達成していないのである

から、上記の主張は採用することができない。 
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また、審査請求人は、本件同意市町のうち不適と回答したものを除いて

認定すべきと主張する（上記第１の３の（２））が、上記（２）に述べた

ところのほか、各地のほ場ごとに作成された旧計画と異なり広域に散在す

る８か所のほ場を一体的に運用することを前提とする本件計画の内容（上

記（３）のイ及びウ参照）に照らし、上記の主張は採用することができな

い。 

さらに、審査請求人は、本件処分に係る手続について、本件処分は、①

農林水産大臣ではなく処分権限のない者が決裁していること及び②憲法や

営農を支援する法律の趣旨に反しており国会に報告して指導を受ける必要

があるものであることを主張する（上記第１の３の（３））。しかしなが

ら、①については、本件処分の決裁は、上記第１の１の（２）のとおり、

地方農政局長への所定の委任に基づきされたものであり、②については、

審査請求人の主張に係るような手続を定めた法令の規定はないことから、

上記の各主張はいずれも採用することができない。 

３ 付言 

（１）本件処分の理由の提示について 

本件却下通知書には、本件処分の理由として、①本件計画に関して、認

定要件である「その農業経営改善計画の達成される見込みが確実であるこ

と」を満たすとは認められないため、②本件計画の認定に係る関係市町村

への意見聴取において、「不適」と回答した市町村があったためと記載さ

れていた（上記第１の２の（５））。 

ア 上記理由①については、基盤法１２条５項３号及び基盤法施行規則１

４条１項１号は、農業経営改善計画に係る認定の要件として「その農業

経営改善計画の達成される見込みが確実であること」を掲げているが、

「達成される見込みが確実」か否かは、複数の事情等を総合的に考慮し

た結果として導かれる判断であるから、本件却下通知書におけるような

記載では、審査請求人が本件処分の理由を正しく理解することは困難で

ある。処分庁は、本件要綱別紙４第３に沿って当該要件につき判断して

いるのであるから、その過程につき分かりやすく説明すべきであった。 

イ 上記理由②については、基盤法１２条５項１号は、農業経営改善計画

に係る認定の要件として「（同意市町村の）基本構想に照らし適切なも

のであること」を掲げているが、本件却下通知書には、当該規定又は要

件への言及はない。処分庁は、当該規定又は要件を掲げるなどして、判
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断の内容を分かりやすく説明すべきであった。 

（２）本件処分についての不服申立ての教示について 

本件却下通知書には、M農政局長に対して審査請求をすることができる旨

及びM農政局を被告として処分の取消しの訴えを提起することができる旨の

記載がある（上記第１の２の（５））。しかしながら、本件処分について

の審査請求の審査庁は農林水産大臣であり、処分の取消しの訴えの被告と

すべき者は国である。処分庁においては、事案に応じて通知書の記載を確

認し、このような誤った教示をしないようにする必要がある。 

４ まとめ 

以上によれば、本件審査請求は理由がないから棄却すべきであるとの諮問

に係る審査庁の判断は、妥当である。 

よって、結論記載のとおり答申する。 
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